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                     平成２７年度第２３回庁議提案 審議・報告・その他 

                     提 出 日：平成２７年３月７日（月） 

                     担当部・課： 福祉部福祉総務課 〔内線２４６２〕 

 

① 件  名 

 

低所得の高齢者向けの「年金生活者等支援臨時福祉給付金」の実施について 

 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

  消費税率の引上げに際し、所得の低い方々や子育て世帯への影響を緩和するために、平成２６年

度において臨時的な措置を実施し、平成２７年度においても全国一律の給付措置として実施したと

ころ、高齢者世帯の年金も含めた所得全体の底上げを図る観点に立ち、社会保障・税一体改革の一

環として平成２９年度から実施される年金生活者支援給付金の前倒し的な位置づけになることも

含め、また、平成２８年前半の個人消費の下支えにも資する必要がある。 

 

【目的】 

 「一億総活躍社会」の実現に向け、賃金引き上げの恩恵が及びにくい低年金受給者に支援を行う

ため、平成２７年度臨時福祉給付金対象者のうち、平成２８年度中に６５歳以上となる者、一人に

つき３万円を支給する。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令等】 

 平成２８年１月２５日付け、厚生労働省社会・援護局長通知に基づく。 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：無〕  

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

平成２８年１月１９日 国において平成２７年度一般会計補正予算可決 

     １月２５日 厚生労働省社会・援護局長通知 

 １月２９日 一般会計補正予算（専決第３号）専決 

 

⑤ 主な内容 

  

 対象者、支給額、基準日等については以下のとおり 

区分 年金生活者等支援臨時福祉給付金 

対象者 

平成２７年度簡素な給付措置の対象者（市民税の均等割が課税されていない者、

ただし、課税者の扶養となっている場合及び生活保護受給者は対象外）のうち、

平成２８年度中に６５才以上となる者 

支給額 対象者１人につき３万円 

基準日等 平成２７年１月１日（住民票がある市町村） 

対象者数 １８,０００人（見込み） 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【財源措置等】 

区分 年金生活者等支援臨時福祉給付金 

歳入 
年金生活者等支援臨時福祉給付事業費補助金 ５４０,０００千円 

年金生活者等支援臨時福祉給付事務費補助金  ３３,７００千円 

歳出 
年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費 ５７３,７００千円 

（職員手当等、需用費、役務費、委託料等） 

 

【効果】 

 低所得の高齢者等を対象に、年金も含めた所得全体の底上げが図られる。 

 

⑦ 自治体の政策との比較検討 

 

全国一律の制度（支給要件及び支給額）として実施 

  

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

   

 平成２８年４月 １日  年金生活者等臨時福祉給付金交付要綱制定・施行 

 平成２８年４月１８日  コールセンター設置 

 平成２８年４月２８日  申請書送付開始 

 平成２８年５月 ２日  申請受付 

～平成２８年８月２日  

 平成２８年５月下旬   支給開始 

 

⑨ その他 

① 平成２８年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置） 

   対象者 平成 28年度の市民税が非課税の者のうち課税者に扶養されていない者 

      （生活保護受給者は除く） 

     支給額 一人あたり３千円 

 

② 低所得の障害・遺族年金受給者向けの年金生活者等支援臨時福祉給付金 

   対象者 ①の対象者のうち障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者（「高齢者向け」給付金を

受給した者を除く） 

    支給額 一人あたり３万円 

 

■開始予定 平成２８年９月～１０月開始予定（平成２８年度予算 ６月補正予定） 

  

 

 

 


